
◆ 法定保守点検と常駐保守点検の違い ◆ 

項目 法定点検 【法定保守点検技術者】 保守点検 【常駐設備技術者】 

ざっくり説明 

一言表現 法律で決まっている、定期検査・点検する。 建物に人が毎日常駐して任意の点検・監視する。 

簡単な説明 
根拠 法律や条例 契約や管理方針 

実施義務 原則必須 各種のビルで一般的な業務 

頻度 色々な法令で規定 依頼者の契約で設定 

主目的 生命・安全・衛生の法令基準の遵守 故障予防、快適性維持、寿命延長 

実施者 有資格者や熟練技術者 常駐員や技術や管理スタッフ 

実務感 最低限、必ずやらないといけない業務 トラブルを未然に防ぎ、クレームや緊急対応を減らす業務 

真剣な説明 

定義 

法令点検は法令に基づいた義務であり、所有者・管理者は適

切な時期に実施する必要があり、法律で義務付けられた点検

（法定点検）は、設備の正常な動作維持や寿命延長を目的

とした点検（保守点検）の両方を行う専門家です。 

一般的には、保守点検は法的な義務はありませんが、安全のた

めに定期的に実施することが推奨される。 

特定の建物に常時勤務し、電気・空調・給排水・消防等の設

備を監視・点検・保守し、緊急時には対応する専門職。 

仕事の範

囲 

電気設備、消防設備、昇降機等、多岐にわたる設備の安全

性と信頼性を確保する重要な役割を担う。 

大型商業施設、オフィスビル、ホテル等で、利用者が安全かつ

快適に過ごせるよう 24 時間 365 日体制で設備の維持管理を

行う。 

点検の 

役割-1 

電気事業法、消防法、建築基準法等の法律に基づき、建物

の構造や設備の安全性を確保するために義務付けられた定期

点検である。事故リスクの低減、保険金不払いの回避、罰則の

回避、トラブル時の責任問題の回避等の重要な目的がある。 

主な業務は、施設の安定稼働を支える多岐にわたる業務を担

当をし、法定点検ではカバーされない詳細な機器やシステムの

点検・調整を指す。設備の正常な動作を維持し、劣化や故障

の早期発見と修復を行うことで、設備の寿命を延ばし、安定し

た運用を確保する役割がある。 

点検の 

役割-2 

法定保守点検設備員が扱う設備は多岐に渡ります。例えば 

電気設備: キュービクルを含む自家用電気工作物等。 

消防設備: スプリンクラー、消火栓、消火器、誘導灯等。 

昇降機: エレベーター、エスカレーター等。 

建築設備: 換気設備、排煙設備、非常用照明、給排水設

備等。電気設備、消防設備、昇降機建築設備、換気設備、

排煙設備、非常用照明、給排水設備、衛生設備等。 

点検の内容は、法律や設備の種類によって異なる。 

設備運転監視業務: 電気、空調、給排水、消防設備等の運

転状況を監視し、異常がないか確認します。 

巡回点検業務: 施設内を定期的に巡回し、各種設備の点検

を行なう。 

緊急トラブル対応: 設備に不具合が発生した場合、応急処置

や原因究明、専門業者への手配を行なう。 

小規模修繕: 電球交換や水質検査等、軽微な修理やメンテ

ナンスも行う。 

勤務体系 

法律で定められた点検基準により認定業者と専門技術者等で

建物環境を守る。但し、建物内に利用者不在や停電環境で

点検があり、休際日又は夜間を利用して業務を行うことがある。 

シフト制勤務で複数の人員でシフトを組み、日勤、夜勤、当直

等により、24 時間 365 日の建物環境を守る。 

必要な 

資格 

専門知識 

設備の種類によって、点検を行うために必要な資格が異なる。 

電気主任技術者: 電気設備の保安・監督。 

消防設備士: 消防設備の工事・点検整備。 

昇降機等検査員: 昇降機の法定点検。 

建築設備検査員: 建築設備の定期検査。 

点検内容により、沢山の必要な資格専門知識が必要になる。 

専門知識: 電気、空調、給排水等幅広い設備の知識が求め

られる。資格は電気工事士や電気主任技術者等の資格があ

ると有利。 

点検の頻度は、法律や設備の種類によって異なる。 

建物や築年数により設備機能環境が大きく異なることがあり、

熟練技術者は経験の配慮が必要となる。 

役割 

建築基準法・建物衛生管理法・水道法・消防法・環境法・フ

ロン排出抑制法等々多くの法律に基づく保守点検で、建物の

安全と快適性を確保する上で不可欠な存在である。 

尚、建物の利用目的や規模・築年数・設備構造等々によって

点検内容や点検内容が大きく変わる場合がある。 

建物の安全と快適性を確保する上で不可欠な存在である。 

安全確保: 設備の異常を早期に発見し、事故を未然に防ぐ。 

快適性維持: 空調や給排水等の設備を適切に管理し、利用

者の快適な環境を保つ。 

資産価値維持: 設備の適切な管理を通じて、建物の資産価

値の維持・向上に貢献できる。 

責任と 

罰則 

定期報告を怠ったり、虚偽の報告を行なった場合、各々の法律

に基づき民法上の責任と罰金が科せられる。 

遵守事項は沢山ありますが、罰則はありません。但し、建物内

で発生した事故や災害・犯罪等の原因が点検不具合の場合

は大変な社会的責任が問われる。 

※上記の説明は一般的に通用する業務内容に沿って分かり易く文書化していることをご容赦ください。 


